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高強度鋼を用いた既設鋼I桁補修補強法の提案と健全度診断
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In order to realize lightening and repair/reinforcement for existing steel I-girder, whose lower

flange was corroded, it was proposed that the damaged flange was replaced by cutting and

welding with inverted T-shape member composed of high strength steel (HT780). And the

soundness of the girder applied this method was diagnosed. In the case that the dead weight
was decreased 7% by this method, the bending stiffness and yielding load was kept the same

and ultimate load was increased 14% as the existing girder. In the case that the dead weight

was kept the same, the bending stiffness was 34%, yielding load was 27%, ultimate load was
29% increased compared with the existing girder.
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1.緒 言

鋼橋に代表される社会基盤構造物が経年劣化 し,

既設構造物の延命化のため,補修補強の重要性が高

まってきている1),2).

補修補強により構造体の力学性能を向上させる

と共に,下 部工への負担低減を考えると,構 造体の

軽量化が当然要求される.補修補強のために部材を

追加 した場合,局 部的には効果が得られたとしても,

構造全体では追加部材により,重量が増加する可能

性がある.補修補強に伴 う死荷重の増加を極力抑制

することが望まれる.

鋼I桁 では,雨 水の溜ま りやすい下フランジ部の

腐食損傷事例が多く,これに対し,腐食部材を切断,

除去 し,溶接により新材 を接合する方法が提案 され

ている3),4).供用下の実橋において,腐 食部材の切

断および新材接合時に,仮継 ぎ材を用いて荷重を伝

達するバイパス工法による桁補修事例5),6)が報告

されている.こ の補修法では,損 傷部材 と同等の強

度を有する新材を用いてお り,既設桁 と同等の力学

性能が実現できる.し かしながら,新 材 として高強

度材料を用いると,接 合部材の軽量化 と共に,桁 の

力学性能を確保,あ るいは,向 上させ ることが期待

できる.
一方

,引 張強さ780MPa,980MPa級 の高強度鋼

の開発 と共に,高 強度鋼の溶接技術は,近 年長足の

進歩を遂げている7).新設の構造物への適用のみな

らず,既 設構造物の補修補強に対する高強度鋼の適

用の可能性を検討す ることは有益 と考える.

本稿では,腐 食した鋼I桁 の下フランジ部に高強度鋼を

用いる補修補強法を想定する.高 強度鋼を用い,桁 の軽量

化と力学性能の向上を達成する補修補強法を提案する.ま

た,弾 塑性大変形解析結果を基本に,提案した桁の圧縮荷

重作用下の力学的性能を診断 する.

2.高 強度鋼と普通鋼で構成される異種鋼材複合桁の

力学挙動

降伏応力および引張強さがそれぞれ大きく異なる異種

鋼材で構成される構造体の力学挙動については不明な点

が多々ある.こ こでは,高 強度鋼と普通鋼で構成される異

種鋼材複合桁に対し,弾塑性大変形解析を行い,複 合桁の

力学挙動を明らかにする.

2.1解 析モデル

解析対象であるI形 断面桁モデルの形状を図-1

に示す.断 面寸法は道路橋示方書の規定を満足する

ように決めた8).

既 設 桁 に は 溶 接 構 造 用 圧 延 鋼 材 で あ る

SM490(SM材 と称す)を,補 修補強には高強度鋼で

あるHT780(HT材 と称す)を用いることを想定する.

解析では,SM材 およびHT材 に対する引張試験結
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果を基本 とし,引張強 さ到達時までの応力―ひずみ

関係をマルチリニアで近似 し用いる.解析に用いる

応力―ひずみ関係を図-2に,供 試鋼材の機械的性

質 を表-1に 示す.SM材 お よびHT材 のヤ ング率 は

ほぼ同 じであ り,HT材 の降伏応力はSM材 の降伏

応力の約2倍,引 張強 さは約1.6倍 であ る.

(a)解析モデル寸法

(b)解析モデル全景

図-1解 析モデル

図-2応 力―ひずみ関係

表-1供 試鋼材の機械的性質
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解析モデルであ るが,Model1は,全 ての部位 を

SM材 で構成 す るモデル であ り,Model2は,Model

1と 同 じ形状 とし,下 フランジのみをHT材 で,他

の部位 は全てSM材 で構成す るモデルであ る.

これらに対 し,支間全長に渡 り鉛直方向に等分布荷重を

負荷する.

着目部分(支間中央;0≦x≦5040(mm))には4節 点シェル

要素を用いてお り,そ れ以外の部分にはI形 断面を有する

梁一柱要素を用いている9),10).梁―柱要素部では,垂 直お

よび水平補剛材は考慮 していない.

シェル要素部のx=0に お ける全節点 では,x方 向

変位 お よびy軸 まわ りの回転 はそれ ぞれ一様 に変

位 し,シ ェル要素 と梁― 柱要素 との変位 の連続 条件

は満足 してい る.x=5040に おけ る節 点について も,

同様で ある.

境界条件 であ るが,支 点片端 においてu,v,w

を固定 し,支 点他端においてv,wを 固定 してい る.

横桁 を想定 し,x=0お よび5040の 位 置では,面 外

方向変位vを 固定 してい る.

初期たわみは,式(1)に 示す正弦波の重ね合せとし,着 目

部分のウェブパネルにのみ与える.

(1)

ここに,

Aomn=0.1(mm),m=1お よびn=1,2,3

a:ウ ェブパネル の幅

b:ウ ェブの高 さ

ところで,溶 接残留応力が桁の挙動に種々影響を及ぼす

ことは周知の事実であるが,異 種鋼材,中 でも,温 度冷却

過程で相変態する高強度鋼の溶接で生 じる残留応力11)を

精度良く考慮することは難 しい.一 方,数 値解析の主 目的

は,異 種鋼材で組み立てられた桁の基本的 な力学挙動を明

らかにすることであり,こ こでは,溶 接残留応力は敢えて

考慮 しないこととする.

2.2解 析結果および考察

各モデル の荷重pと 支間中央(x=2520(mm))に おけるたわ

みwの 関係を図-3に 示す.

図中の点線は梁理論に基づく各モデルの降伏荷重PYを

示す.す なわち,支 間長L,断 面二次モーメン トIの単純

桁に等分布荷重pを 負荷 した場合,支 間中央部に作用する

曲げモーメン トMは 式(2)より求められる.こ のとき,支

間中央部の断面に作用する応力 σは式(3)よ り求められる.

この作用応力 σが断面内の各部材iの 降伏応力 σYiに達す

るときの荷重は式(4)より求められる.中 立軸か らの距離

Z'と部材iの 降伏応力 σYiとの関係か ら,最小となる荷重

を桁の降伏荷重PYと する.

(2)

図-3荷 重―たわみ関係(Model1お よびModel2)

図-4塑 性化進展状況(Model1お よびModel2)
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(3)

(4)

Model1お よびModel2の 中立軸位置は,Z=922(mm)で あ

り,断 面中央部よりやや上側に位置する.Model1で は下

フ ラ ン ジ縁 端 が最 も早 期 に降 伏 し,降 伏 荷 重 は

pY=101(N/mm)と なる.一 方,Model2で は,下 フランジを

HT材 で構成 しているため,上 フランジ縁端が最も早期に

降伏 し,降 伏荷重はpY=105(N/mm)と なる.

ところで,荷 重制 御による載荷のため,各 モデルの終局

状態は明確に定義できない.こ こでは,荷 重の上昇がほと

ん ど見られなくなる,た わみw=200(mm)時(図-3参 照)を終

局状態と見な し,w=200(mm)時 の荷重を終局荷重 恥 とす

る.

断面形状およびヤング率が同 じであるため,当 然ではあ

るが,Model1お よび2の 曲げ剛性EI(荷 重―たわみ関係の

傾 きに相 当する)は同じである.また,Model1お よび2は,

共に降伏荷重時(図-3点 線)以降,荷 重―たわみ関係の傾き

が低下 している.Model1に 対 し,Model2の 降伏荷重は約

4%,終 局荷重は約5%大 きい(Model1:pu=111,Model2:

PU=118(N/mm)).

各モデルの降伏荷重お よび終局荷重時における塑性化

進展状況を図-4に 示す.図 中,要 素の色が濃 くなるにつれ,

板厚方向に塑 性化が進展 している状態を示 している.

Model1で は,降 伏荷重時に下フランジが塑性化 してお

り,終 局状態では,上 下フランジ,ウ ェブ上下部に,ほ ぼ

均等に塑 性域が広がっている.一 方,Model2で は,降 伏

荷重時に上フランジおよび下フランジに隣接するウェブ

下端部が塑 性化 している.HT材 で構成 される下フランジ

は弾性状態にある.終 局状態では,上 フランジおよびウェ

ブ上側の塑 性域は,水 平補剛材位置を越 え大きく拡がって

いる.こ れに対 し,下 フランジは依然弾性状態にあ り,隣

接するウェブ下端部の塑性変形を拘 束す るため,ウ ェブ下

側の塑性域はあま り拡がっていない.

SM490で 構成 され る桁に対 し,形 状を同じとし,下 フ

ランジをHT780に 置換 した場合,上 フランジが降伏する

ことで桁の強度が決まる.HT780はSM490に 比べ,降 伏

応力が約2倍,引 張強 さが約1.6倍 であるが,HT780の 高

強度は桁の強度に反映されていない.す なわち,高 強度鋼

の長所が活か しきれていないことになる.

断面内の作用応力状態を考慮 し,高強度鋼に置換した部

位に大きい応力を負担させ,他 の部分に作用する応力が低

減できるよう適切に形状を選定 しなければ,高 強度鋼の能

力を十分に活用することができないことを結果は示唆 し

ている.

3.高 強度鋼を用いた補修補強法の提案

ここでは,2章 において得 られた知見に基づき,既 設鋼

I桁に対する高強度鋼を用いた補修補強法を提案する.

3.1高 強度鋼 を用いた補修補 強におけ る必須 条件

2.2節 では,形 状 を同 じと したまま,SM材 で構

成 され る桁(Model1)の 下フランジをHT材 に置換

した(Model2)と して も,HT材 の高強度 は桁 の強度

に直接 反映 され ない ことを述べ た.さ らには,既 設

状態 と同 じ形状 とした場合,本 来 の 目的で ある死荷

重の低減は実現 できない.

これに対し,HT材 の降伏応力はSM材 の約2倍 である

ことに着目し,下 フランジをHT材 に置換 した うえ,板 厚

を低減することを考える.こ の場合,下 フランジ厚の減少

の分,桁 の死荷重は低減できるが,下 フランジ厚の減少は

断面二次モーメン トに鋭敏に反映 されるため,桁 の曲げ剛

性が低下す ることになる.ま た,下 フランジ厚の減少に伴

い中立軸位置が移動 し,断 面内の作用応力状態が変化する.

このため,桁 の降伏荷重が変化することになる.

すなわち,安 易 に下フランジの板厚 を低減す るこ

とはで きず,桁 の軽量化 と力学性能 向上 を両立 させ

るには,以 下の条件 を満足す る必要 がある.

既設 の状態 に対 し;

(1)軽 量化のため,断 面積 を低減 す る(A/A0≦1.0).

(2)曲 げ剛性確保 のため,断 面積 の減少 に伴 う断面

二次モーメン トの減少 を抑止す る(I/I0≧1.0).

(3)中 立軸位 置 の移 動 に伴 い断 面内 の作 用応 力状

態が変化す るが,こ れ を制御 し,桁 の降伏荷重

を低下 させ ない(PY/PY0≧1.0).

ただし,A0,I0,PY0お よびA,I,PYは それぞれ既設お

よび補修補強後における桁の断面積,断 面二次次モーメン

ト,降 伏荷重を表す.

3.2高 強度鋼を用いた補修補強の提案

下フランジの板厚低減に伴 う曲げ剛性の減少を抑止す

るため,断 面二次モーメン トの向上には,桁 高を大きくす

ることが効果的である.す なわち,図-5に 示す ように,SM

材で構成 される既設桁の下フランジを,HT材 で構成する

逆T字 形の部材に置換することを提案 する.な お,置 換後

における桁の下フランジの板厚をαtf,ウェブ高を(1+β)hw

とする(tfおよびhwは 置換前における下フランジの板厚お

よびウェブ高を示す).

逆T字 形部材の寸法,す なわち,α,β の兼合いにより,

置換前に対し断面積を低減しつつ,曲 げ剛性が確保できる.

さらには,α,β の兼合いにより,中 立軸位置を制 御し,

桁の降伏荷重が確保できることになる.

実施工においては,ウ ェブ高の増加率βは桁下の空間が

制限されているか否かによって,そ の範囲が決まるが,こ

こでは,力 学的条件のみを考える.

3.1節 に示す(1)-(3)の条件を満足す るαおよびβの範囲

を図-6に 示す.

例 え ば,置 換 前 に対 し,下 フ ラン ジの板 厚 を

50%(α=0.5)と した場合,上 記(1)-(3)の 条件 を満足

す る βの範囲は,0.12≦ β≦0.27と な る.

α=0.5と した場合 の,断 面積 の低減 率,断 面二

次モー メン トお よび降伏荷重 を図-7に 示す.
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(a)既設桁 (b)置換後の桁

図-5高 強度鋼を用いた補修補強法

図-7提 案手法を適用した桁の断面諸量

上記 の範 囲では,β の増加 に伴 い,断 面積 お よび

断面二次モー メン トは比例的 に増加す る.降 伏 荷重

につ いて も,β の値 と共 に増加 す るが,β ≦0.165

では,ウ ェブ面内 のSM材 とHT材 の接 合部(SM材

側)が 最 も早期 に降伏 し,β ≧0.165で は,上 フラン

ジ(SM材)が 最 も早期に降伏 す ることとなる.

例 として,α=0.5,β=0.12お よび α=0.5,β=0.27

とした場合 の,断 面積,断 面二次モーメ ン ト,降 伏

荷重 を表-2に 示す.表 中,括 弧 内の値 は,置 換前

に対す る置換後 の断面積,断 面二次モー メン トお よ

び降伏荷重 の割合 をそれぞれ示 してい る.

α=0.5,β=0.12と した場合,桁 の曲げ剛性および降伏

荷重を置換前 と同じとしたまま,断 面積を約7%低 減でき

る.一 方,α=0.5,β=0.27と した場合,桁 の断面積を置

換前 とほぼ同 じとしたまま,曲 げ剛性を約34%,降 伏荷重

を約27%向 上できることになる.

図-6必 須条件を満足するαとβの範囲

表-2提 案手法を適用した桁の断面諸量

(a)Model1 (b)Model3

図-8解 析モデル

(c)Model4

4.提 案した補修補強桁の健全度診断

3.2節 に示す手法により,高 強度鋼を用い,既 設桁と同

等の剛性および降伏荷重を確保したまま,桁の断面積を低

減する,あ るいは,断 面積を一定としたまま,桁 の剛性お

よび降伏荷重を向上できる可能性を示した.し かし,これ
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らは単に桁の断面諸量から推定 したものであり,複雑な弾

塑性挙動を経て決定 される桁の強度が推定値と一致 する

か否かは不明である.

ここでは,弾 塑性大変形解析を行い,3.2節 において提

案 した手法を適用 した桁の健全度,す なわち,既 設桁と比

べ,剛 性,降 伏荷重および終局荷重が確保,あ るいは,向

上できているか否かを,補 修補強の観 点から診断 する.

4.1解 析モデル

解析モデルの断面形状を図-8に 示す.

2章 で述べたModel1を 既設桁 と見な し,提 案 した補修

補強法を適用 した桁がModel3お よびModel4で ある.

Model3お よび4は 共 に,置 換 後の下 フランジの

板 厚 を既 設桁(Model1)の50%(α=0.5)と す る.

Model3は,β=0.12と し,既 設桁(Model1)に 対 し,

曲げ剛性 お よび降伏 荷重 を同 じとしたま ま断面積

を7%減 少 したモデルで ある.一 方,Model4は,

β=0.27と し,既 設桁(Model1)に 対 し,断 面積 を同

じとした まま剛性 を34%,降 伏荷重 を27%向 上 さ

せたモデルで ある.

材料の応カーひずみ関係,初 期不整,荷 重条件および力

学的境界条件は,前 述の2.1節 と同じである.

4.2解 析結果および考察

各モデルの荷重pと 支間中央(x=2520(mm))に おけるたわ

みwの 関係を図-9に 示す.ま た,各 モデルの降伏荷重お

よび終局荷重時における塑性化進展状況を図-10に,ウ ェ

ブ(x=1890(mm))の 面外変形モー ドを図-11に 示す.

まず,Model3の 挙動に着 目する.

Model1お よびModel3の 曲げ剛 性はほぼ同 じであ り,

当然のことながら,3.2節 で述べた結果 と同 じである.

Model3は,降 伏荷 重PYがModel1と ほぼ同 じ

(PY=101(N/mm))と なるよう寸法を決定している.し かし,

降伏荷重時以降,Model3の 荷重― たわみ関係の傾 きは

Model1に 比べ緩やかに低下している.Model3の 塑性化進

展状況(図-10(a))を 見ると,降 伏荷重時から終局状態にか

けて,ウ ェブ面内のSM材 およびHT材 接合部の上側 と,

上フランジおよび ウェブ上縁近傍に塑性域が進展 してい

るが,下 側のHT材 部分は弾性状態にある.降 伏荷重時以

降,弾 性状態にあるHT材 部分が,隣 接す るSM材 部分の

塑 性変形を拘束す るため,降 伏荷重以降,桁 の剛性が低下

しにくいものと考えられる.

降伏荷重時および終局状態におけるModel3の ウェブ面

外変形の絶対値は,Modellと ほぼ同 じであり,Model3

の終局荷重はModel1の1.14倍 であった.

次に,Model4の 挙動に着 目する.

Model4の 曲げ剛性は,Model1の 曲げ剛 性の1.33倍 で

あった.これは,3.2節 において算出 した剛性の増加率(1.34

倍)と ほぼ等 しい.

Model4の 荷重― たわみ関係 の傾 きは,降 伏荷重時

(PY=128(N/mm))以 降,即 座に低下 している.Model4の 塑

図-9荷 重―たわみ関係(Model1,3お よび4)

(a)Model3

(b)Mode14

図-10塑 性化進展状況(Model3お よびModel4)
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(a)Model1 (b)Model3 (c)Model4

図-11ウ ェブの面外変形モー ド

性化進展状況(図-10(b))を 見ると,降 伏荷重時から終局状

態にかけて,上 フランジおよびウェブ上側に塑性域が進展

している.下 フランジおよびウェブ下側のHT材 は弾性状

態にあるが,上 フランジの塑性変形を拘束する効果はない

と考えられる.ま た,Model1に 対 しModel4の 終局荷重

は1.29倍 であった.

ところで,ウ ェブの面外変形モー ド(図-11)を見ると,降

伏荷重時におけるModel4の ウェブ面外変形の絶対値は,

Model1と ほぼ同 じであるが,終 局状態では,Model4の ウ

ェブ面外変形の絶対値は,Modellの 約3倍 となっている.

Model4で は,ウ ェブ高を大きくす ることにより,Model1

に比べ,Model4の ウェブ幅厚比が大きくなる.ま た,水

平補剛材が相対的に上側に位置し,垂 直補剛材 下端 と下フ

ランジの間隔が大きくなるため,Model4で は,Modell

に比べウェブの剛性が低 くなる.こ のため,面 外変形の絶

対値が大きくなったものと考えられる.た だ し,降 伏荷重

時までに注目すれば,ウ ェブの面外変形はModel1と ほぼ

同 じであ り,桁の健全度の観 点からはウェブの面外変形は

さほど問題 とはならない.

以上,本 報で提案す る高強度鋼 を用 いた補修補強

法に よ り,既設桁 と比べ,断 面積 を低減 させ なが ら,

剛性,降 伏 荷重お よび終局荷重 を同 じレベル に維持

でき ることを確認 した.ま た,既 設桁 と断面積 を同

じに したまま,剛 性,降 伏荷重お よび終局荷重が大

きく向上で きることを確認 した.

5.結 言

一般構 造用鋼(SM490)で 構成 され る既設鋼I桁 の

下フ ランジ部の腐食損傷部位 の補修補強 において,

既設桁の軽量化を達成,か つ,力 学性能を向上 させ

る高強度鋼(HT780)の 長所を活か した補修補強法を

提案 した.ま た,弾 塑性大変形解析を行い,提 案 し

た補修補強桁の健全度を診断 した.

得 られた知見を以下に示す.

(1)SM490で 構成 される既設I形 断面桁の形状を維

持 したまま下フランジを高強度鋼に置換 して

も,強 度の低い上フランジが降伏 し,桁 の強度

が決まるため,高 強度鋼の特性を十分に活か し

きれないことがわかった.

(2)高 強度鋼の性能を活か し,軽 量化 と力学性能を

発揮 させる必須条件を明示 した.す なわち,

(1)断面積を低減する,(2)断面二次モーメン トの

低減を抑止する,そ して,(3)桁の降伏荷重を低

下させない の3つ であることを示 した.

(3)上 記必須条件を満たす高強度鋼 を用いた補修

方法 として,下 フランジを高強度鋼で構成する

逆T字 形部材に置換することを提案 した.

本報における桁モデルに対 し,下フランジの板厚

を50%と した場合:

(4)ウ ェブ高を12%大 きくすると,既 設桁に対 し,

自重を7%低 減 した うえ,鉛 直等分布荷重下に

おいて,既 設桁 と同じ曲げ剛性,降 伏荷重が確

保できる.ま た,終 局荷重は14%向 上できる.

(5)ウ ェブ高を27%伸 ばす と,既 設桁に対 し自重を

同じとしたまま,曲 げ剛性を33%,降 伏荷重を

27%,終 局荷重を29%向 上できる.

ここでは,桁 高を高くすることを行った.こ れに

より,ウ ェブの幅厚比が増加すると共に,水 平補剛

材の位置が相対的に上側に移動する.ま た,垂 直補
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剛材 と下フランジの間隔 が大 き くなる.こ のため,

(6)既 設 の状態 に対 し,終 局荷重時 にお けるウェブ

の面外変位 が増加す る.し か し,降 伏荷重時ま

でであれ ば,ウ ェブの面外変形 は既設桁 とほぼ

同 じであ り,桁 の健全度 の観点か らはウェブの

面外 変形 は さほ ど問題 とはな らない こ とを明

らかに した.
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